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平成１７年３月期 個別財務諸表の概要         平成 17 年 5 月 13 日 

会 社 名 綜研化学株式会社  上場取引所     JASDAQ 
コ ー ド 番 号 ４９７２  本社所在都道府県 東京都 

（ＵＲＬ http://www.soken-ce.co.jp）   

代 表 者 役  職  名 代表取締役社長   

 氏    名 中島 幹   

問い合わせ先 責任者役職名 常務取締役 経営管理部長   

 氏    名 安藤隆夫 ＴＥＬ（０３）３９８３－３１７１ 

決算取締役会開催日 平成 17 年 5月 13 日 中間配当制度の有無  有・無 

配当支払開始日 平成 17 年 6月 27 日 定時株主総会開催日  平成 17 年 6月 24 日 
単元株制度採用の有無 有(1 単元 100 株)・無  
 

1． 17 年 3 月期の実績（平成 16 年 4月１日～平成 17 年 3月 31 日） 
（１）経営成績                    （注）記載金額は百万円未満切り捨てて表示しております。 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円    ％ 百万円   ％ 百万円   ％

17 年 3 月期 12,756 （11.4） 1,014 （ 21.3） 1,156 （ 27.5）

16 年 3 月期 11,452 （ 2.1） 835 （ 22.2） 906 （ 28.0）
   

 当 期 純 利 益 
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高
経常利益率

 百万円   ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

17 年 3 月期 702 （  18.6） 93 59 ― 12.9 9.1 9.1 

1 6 年 3 月期 592 （  60.6）   92 31 ― 14.4 7.8 7.9 

（注）①期中平均株式数    17 年 3 月期 7,136,842 株   16 年 3 月期 6,093,232 株 

②会計処理の方法の変更     有・無 

③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

（２）配当状況                                 

１株当たり年間配当金  

 中 間 期 末 

配当金総額 

（年 間） 配 当 性 向 株主資本 

配 当 率 

 円 銭 円  銭 円 銭 百万円 ％ ％

17 年 3 月期 18 00 0 00 18 00 128 19.2 2.2 

1 6 年 3 月期 15 00 0 00 15 00 107 16.2 2.1 
  

（３）財政状態                                 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円 銭

17 年 3 月期 12,472 5,744 46.1 800 04 

1 6 年 3 月期 12,819 5,174 40.3 720 76 

（注）①期末発行済株式数  17 年 3 月期 7,136,866 株  16 年 3 月期 7,136,956 株 

   ②期末自己株式数   17 年 3 月期    13,134 株  16 年 3 月期    13,044 株 

 

2．18 年 3 月期の業績予想（平成 17 年 4月１日～平成 18 年 3月 31 日） 

１株当たり年間配当金  
売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

中 間 期 末  

 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期 7,000       550  330          0  00 ― ― 

通  期 15,000     1,550  950        ― 18 00 18    00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）    128 円 21 銭 

※ 業績予想は、平成 17 年 3 月期 決算短信(連結) Ⅲ.経営成績及び財務状態 (1)経営成績 ②次期の見通し(Ｐ8)記
載内容をご参照ください。また、業績予想は現時点で入手可能な情報に基づき当社が合理的と判断したもので
す。実際の業績は様々な要因の変化により、予想とは異なることがあります。
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財  務  諸  表  等 
（1）貸 借 対 照 表 

          （単位：千円）

    当  期 前  期 増 減 

   
期  別

 （平成 17 年３月 31 日現在） （平成 16 年３月 31 日現在） （△印減） 

 科  目  金    額 構成比 金   額 構成比 金 額 

（資産の部）   ％  ％ 

Ⅰ  流動資産         

 1  現金及び預金   843,221  2,113,043  

 2  受取手形   1,310,234  1,264,537  

 3  売掛金   2,477,457  2,421,617  

 4  製品   884,072  685,066  

 5  原材料   13,151  76,765  

 6  仕掛品   -  3,437  

 7  貯蔵品   23,124  30,799  

 8  前払費用   44,149  38,082  

 9  繰延税金資産   149,885  191,612  

 10  未収入金 ※4  329,911  197,984  

 11  短期貸付金 ※5  -  150,000  

 12  その他   31,692  44,497  

   貸倒引当金   △1,250  △1,250  

   流動資産合計   6,105,650 49.0  7,216,196 56.3 △1,110,546

Ⅱ 固定資産         

 1  有形固定資産         

  (1) 建物 ※1 3,886,590   3,436,204    

   減価償却累計額  1,965,184 1,921,405 1,860,314 1,575,890  

  (2) 構築物 ※1 965,738   867,826    

   減価償却累計額  628,752 336,985 587,533 280,293  

  (3) 機械及び装置 ※1.8 4,127,550   3,875,673    

   減価償却累計額  3,125,778 1,001,771 3,093,268 782,405  

  (4) 車両運搬具  14,216   14,216    

   減価償却累計額  13,003 1,212 12,581 1,634  

  (5) 工具・器具及び備品  433,948   388,059    

   減価償却累計額  319,528 114,419 283,823 104,235  

  (6) 土地 ※1  748,470  701,515  

  (7) 建設仮勘定   10,500  60,000  

   有形固定資産合計   4,134,766 33.1  3,505,974 27.3 628,792

 2  無形固定資産         

  (1) ソフトウェア   66,663  56,740  

  (2) その他   2,024  2,158  

   無形固定資産合計   68,688 0.6  58,898 0.5 9,789

 3  投資その他の資産         

  (1) 投資有価証券   494,135  439,892  

  (2) 関係会社株式   243,511  115,596  

  (3) 出資金   238  238  

  (4) 関係会社出資金   1,040,428  1,046,090  

  (5) 長期前払費用   2,104  4,407  

  (6) 保険積立金   131,303  119,475  

  (7) 差入保証金   21,113  21,013  

  (8) 繰延税金資産   189,923  249,370  

  (9) その他   41,240  42,940  

  貸倒引当金   △1,020  △860  

   投資その他の資産合計  2,162,979 17.3  2,038,166 15.9 124,812

    固定資産合計   6,366,433 51.0 5,603,039 43.7 763,394

    資産合計   12,472,083 100.0 12,819,235  100.0 △347,151
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           （単位：千円）

    当  期 前  期 増 減 

   
期  別

 （平成 17 年３月 31 日現在） （平成 16 年３月 31 日現在） （△印減） 

 
科  目 

 金    額 構成比 金   額 構成比 金 額 

（負債の部）   ％  ％ 

Ⅰ  流動負債         

 1  支払手形   250,354  525,650  

 2  買掛金 ※6  2,918,951  1,918,178  

 3  短期借入金 ※7  300,000  680,000  

 4 １年内返済予定長期借入金 ※1  454,700  937,550  

 5  未払金   72,979  205,188  

 6  未払費用   287,313  247,833  

 7  未払法人税等   218,470  275,000  

 8  未払消費税等   -  27,591  

 9  預り金   16,202  16,725  

 10  賞与引当金   286,403  354,363  

 11  工事補償引当金   -  5,200  

 12  その他   8,162  19,913  

   流動負債合計   4,813,537 38.6 5,213,194 40.7  △399,657

Ⅱ 固定負債         

 1  長期借入金 ※1  1,245,500  1,700,200  

 2  退職給付引当金   579,378  646,050  

 3  役員退職慰労引当金   88,870  85,717  

   固定負債合計   1,913,748 15.3  2,431,968 19.0 △518,220

    負債合計   6,727,285 53.9  7,645,162 59.7 △917,877
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           （単位：千円）

    当  期 前  期 増 減 

   
期  別

 （平成 17 年３月 31 日現在） （平成 16 年３月 31 日現在） （△印減） 

 
科  目 

 金    額 構成比 金   額 構成比 金 額 

（資本の部）   ％  ％ 

Ⅰ  資本金   1,359,413 10.9  1,359,413 10.6  - 

Ⅱ 資本剰余金         

 1  資本準備金   1,401,073  1,401,073   

 2  その他の資本剰余金       

  (1) 自己株式処分差益  3 3  - -   

    資本剰余金合計   1,401,077 11.2  1,401,073 10.9  3

Ⅲ 利益剰余金         

 1  利益準備金   82,000  82,000    

 2  任意積立金         

  (1) 研究開発積立金  500,000   300,000    

  (2) 別途積立金  1,475,000 1,975,000 1,245,000 1,545,000   

 3  当期未処分利益   849,658  713,790   

    利益剰余金合計   2,906,658 23.3  2,340,790 18.3  565,867

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ※9  86,931 0.7  81,815 0.6  5,115

Ⅴ 自己株式 ※2  △9,281  △9,020 △0.1 △261

    資本合計   5,744,798 46.1  5,174,072 40.3 570,725

    負債資本合計   12,472,083 100.0  12,819,235 100.0  △347,151
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（2）損 益 計 算 書 

 
          （単位：千円）

   当  期 前  期 

 
科  目 

期  別 

(
自 平成16年４月１日

至 平成17年３月31日) (
自 平成15年４月１日

至 平成16年３月31日) 
増 減 
（△印減） 

   金    額 百分比 金   額 百分比 金 額 

   ％  ％ 

Ⅰ  売上高         

 1  製品売上高  12,756,857   10,802,135    

 2  完成工事高  - 12,756,857 100.0 650,172 11,452,307 100.0 1,304,549

Ⅱ 売上原価         

 1  期首製品たな卸高  685,066   733,884    

 2  当期製品製造原価 ※2 756,164   7,665,244    

 3  製品仕入高  7,703,602   -    

    合計  9,144,834   8,399,128    

 4  他勘定振替高 ※1 △174,297   △664,884    

 5  期末製品たな卸高  884,072   685,066    

 6  製品売上原価  8,086,463   7,049,177    

 7  完成工事原価  - 8,086,463 63.4 545,824 7,595,001 66.3 491,462

    売上総利益   4,670,394 36.6  3,857,306 33.7 813,087

Ⅲ 販売費及び一般管理費         

 1  役員報酬  116,335   117,780    

 2  給料手当  728,872   540,917    

 3  賞与引当金繰入額  201,174   148,145    

 4  退職給付費用  83,586   59,371    

 5  役員退職慰労引当金繰入額 15,515   13,792    

 6  福利厚生費  9,704   10,244    

 7  減価償却費  364,266   78,652    

 8  梱包輸送費  364,433   358,975    

 9  研究開発費 ※3 978,027   880,721    

 10  雑費  794,196 3,656,112 28.6 812,873 3,021,474 26.4 634,637

    営業利益   1,014,282 8.0  835,832 7.3 178,449

Ⅳ 営業外収益         

 1  受取利息配当金  74,138   93,015    

 2  業務受託収入 ※4 103,648   84,697    

 3 為替差益  8,807   -    

 4  雑収入  49,719 236,314 1.8 16,286 193,999 1.7 42,315

Ⅴ 営業外費用         

 1  支払利息  43,417   58,300    

 2  売上割引  14,760   13,507    

 3  為替差損  -   3,002    

 4  原料・製品除却損  4,211   12,639    

 5 支払手数料  29,812  32,931   

 6  雑損失  2,386 94,589 0.7 3,085 123,466 1.1 △28,877

    経常利益   1,156,006 9.1  906,364 7.9 249,642
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       （単位：千円）

   当  期 前  期 

 
科  目 

期  別 

(
自 平成16年４月１日

至 平成17年３月31日) (
自 平成15年４月１日

至 平成16年３月31日) 
増 減 

（△印減） 

    金    額 百分比 金   額 百分比 金 額 

       ％  ％ 

Ⅵ 特別利益         

 1  貸倒引当金戻入益  -   186  

 2  国庫補助金等受入額  - 8,160  

 3 完成工事補償引当戻入益  5,200 -  

 4 受取違約金  8,999 14,199 0.1 - 8,346 0.1 5,853

Ⅶ 特別損失         

 1  固定資産売却損 ※5 12,984   -    

 2  固定資産除却損 ※6 20,235   13,080    

 3  ゴルフ会員権評価損  16,700   1,080    

 4  前期損益修正損 ※7 -   16,050   

 5  固定資産圧縮記帳損  - 8,160  

 6  その他の特別損失  160 50,079 0.4 361 38,731 0.3 11,347

   税引前当期純利益   1,120,127 8.8  875,978 7.7 244,148

   法人税、住民税及び事業税 319,510  359,383   

   法人税等調整額  97,694 417,205 3.3 △75,898 283,484 2.5

   当期純利益   702,921 5.5  592,494 5.2 110,427

   前期繰越利益   146,736  121,296  25,439

   当期未処分利益   849,658  713,790 135,867
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（3）利 益 処 分 計 算 書 
   （利益処分案） 

 
        （単位：千円）

当  期 前  期 
株主総会承認年月日 

平成17年６月24日 平成16年６月25日 

科  目 金    額 金   額 

Ⅰ  当期未処分利益   849,658  713,790

Ⅱ 利益処分額      

 1  配当金  128,463  107,054  

 2  取締役賞与金  35,000  30,000  

 3  任意積立金  500,000  430,000  

 (1) 研究開発積立金  -  200,000  

 (2) 別途積立金  500,000 663,463 230,000 567,054

Ⅲ 次期繰越利益   186,194  146,736
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期末財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

      期   別 

  項   目 

当事業年度 

(
自 平成 16 年 4 月 1 日

至 平成 17 年 3月 31 日) 

前事業年度 

(
自 平成 15 年 4 月 1 日

至 平成 16 年 3月 31 日) 
１ 有価証券の評価基準

及び評価方法 

①その他有価証券 

 時価のあるもの 

  決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差

額は、全部資本直入法により処理し、売却原価は、

移動平均法により算定） 

 時価のないもの 

  移動平均法による原価法 

②子会社株式 

  移動平均法による原価法 

①その他有価証券 

 時価のあるもの 

同左 

 

 

 時価のないもの 

  同左 

②子会社株式 

   同左 

２ たな卸資産の評価基

準及び評価方法 

①製品､原材料､仕掛品､貯蔵品 

  移動平均法による原価法 

②                                       

①製品､原材料､仕掛品､貯蔵品 

  同左 

②未成工事支出金 

  個別法による原価法 

３ 固定資産の減価償却

の方法 

①有形固定資産 

定率法によっております。 

ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降取得した建物（附

属設備を除く)については、定額法を採用しており

ます。 

 なお、主要な耐用年数は以下のとおりでありま

す。 

    建物及び構築物   6-50 年 

    機械装置及び運搬具 4-20 年 

また、取得価額が 10 万円以上 20 万円未満の少額

減価償却資産については、3 年間で均等償却して

おります。 

①有形固定資産 

  同左 

 ②無形固定資産 

  定額法によっております。 

  ただし、ソフトウェア(自社利用分)については、

社内における利用可能期間(５年)に基づく定額 

法によっております。 

②無形固定資産 

   同左 

 ③長期前払費用 

   均等償却によっております。 

③長期前払費用 

  同左 

４ 繰延資産の処理方法                                         新株発行費 

 支出時に全額費用として処理しております。 

５ 引当金の計上基準 ①貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備えるため、以下の

方法により計上しております。 

  一般債権 

 貸倒実績率法によっております。 

  貸倒懸念債権等 

 個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。 

①貸倒引当金 

  同左 

 ②賞与引当金 

 従業員の賞与に充てるため、期末日後の支給見

込額のうち当期負担分を計上しております。 

②賞与引当金 

同左 

 ③工事補償引当金 

                                       

③工事補償引当金 

完成工事の無償補修に備えるため、過去 2

年間の実績を基礎に、将来の補償見込額を加

味して計上しております。 

 ④退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

当期末において発生していると認められる額を計 

④退職給付引当金 

同左 



 
 
 

- 9 - 

      期   別 

  項   目 

当事業年度 

(
自 平成 16 年 4 月 1 日

至 平成 17 年 3月 31 日) 

前事業年度 

(
自 平成 15 年 4 月 1 日

至 平成 16 年 3月 31 日) 
 上しております。なお、会計基準変更時差異

(291,178 千円)については、10 年による按分額を

費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、各会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

(10 年)による定額法により、翌会計年度から費

用処理しております。 

 

 

 ⑤役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に

基づく期末要支給額を計上しております。 

⑤役員退職慰労引当金 

 同左 

 

６ ヘッジ会計の処理 ①ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理によっております。ただし、金

利スワップの特例処理の要件を充たしているもの

については、特例処理を採用しております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段･･･金利スワップ 

ヘッジ対象･･･借入金（予定取引を含む）    

③ヘッジ方針 

   金利リスクの低減並びに金融収支改善のため、

対象債務の範囲内でヘッジを行っております。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

  ヘッジ対象のキャッシュフローの変動の累計と

ヘッジ手段のキャッシュフローの変動の累計とを

比率分析する方法によっております。なお、金利

スワップの特例処理の要件を充たしているものに

ついては、有効性の判定を省略しております。 

①ヘッジ会計の方法 

 同左 

 

 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

   同左                   

 

③ヘッジ方針 

   同左 

 

④ヘッジ有効性評価の方法 

  同左 

７ リース取引の処理方

法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

８ その他財務諸表作成

のための重要事項 

①消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

①消費税等の会計処理 

   同左 
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会 計 処 理 の 変 更 

 
当 期 

(平成17年3月31日現在) 
前 期 

(平成16年3月31日現在) 
当社は平成16年４月1日をもって狭山事業所の製造・物

流部門を分社化し、生産管理機能を提出会社に集約したこ

とを契機として、従来、製造費用として処理しておりまし

た生産活動の管理部門費につき、製造活動と密接に関連し

たものから戦略的な経営管理業務へと移行していることを

踏まえ、当期から販売費及び一般管理費に変更し、より実

態を反映した期間損益計算を行うこととしました。 

この結果、従来の方法によった場合に比べ、売上原価は

187百万円減少し、販売費及び一般管理費は198百万円増加

し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益は、それぞ

れ11百万円減少しております。 

 

                                      

 

 
 

追 加 情 報 

 
当 期 

(平成17年3月31日現在) 
前 期 

(平成16年3月31日現在) 
「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第９

号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１日以

降に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入された

ことに伴い、当会計期間から「法人事業税における外形標

準課税部分の損益計算上の表示についての実務上の取扱

い」（平成16年２月13日企業会計基準委員会実務対応報告

第12号）に従い法人事業税の付加価値割合及び資本割につ

いては、販売費及び一般管理費に計上しております。 
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注 記 事 項          
(貸 借 対 照 表 関 係         ) 

 
当 期 

(平成17年3月31日現在) 
前 期 

(平成16年3月31日現在) 
※1 担保に供されている資産及びこれに対応する債

務 

(1) 財団抵当 

①担保に供されている資産 

建   物   1,621,727 千円 

構 築 物   333,780 千円 

機械及び装置  1,001,771 千円 

  土   地     743,695 千円 

       計    3,700,975 千円 

②上記に対応する債務 

長期借入金           1,149,909 千円 

1 年内返済予定長期借入金   419,802 千円 

 

 (2)その他 
①担保に供されている資産 

建   物      299,678 千円 

構 築 物         3,205 千円 

  土   地        4,774 千円 

       計      307,658 千円 
②上記に対応する債務 

長期借入金             95,590 千円 

1 年内返済予定長期借入金   34,897 千円 

 

※1 担保に供されている資産及びこれに対応する債

務 

(1) 財団抵当 

①担保に供されている資産 

建   物   1,255,895 千円 

構 築 物   277,192 千円 

機械及び装置   781,762 千円 

  土   地     696,740 千円 

       計    3,011,591 千円 

②上記に対応する債務 

長期借入金           1,532,978 千円 

1 年内返済予定長期借入金   845,338 千円 

 

 (2)その他 
①担保に供されている資産 

建   物      319,994 千円 

構 築 物         3,743 千円 

  土   地        4,774 千円 

       計      328,512 千円 
②上記に対応する債務 

長期借入金            167,221 千円 

1 年内返済予定長期借入金   92,211 千円 

 
※2 授権株式数 24,000 千株、発行済株式総数は 

7,150 千株であります。 

  （自己株式の保有数） 
   普通株式   13,134株 

※2 授権株式数 24,000 千株、発行済株式総数は 

7,150 千株であります。 

  （自己株式の保有数） 
   普通株式   13,044株 

 

3 債務保証 

   下記の会社の金融機関からの借入金に対して、

次のとおり債務保証を行っております。 

   綜研化学ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ株式会社  65,080 千円 

                  (SGD1,000 千)

   綜研化学(蘇州)有限公司   375,620 千円 

                 (USD3,500 千)

   盤錦遼河綜研化学有限公司    26,830 千円 

                 (USD  250 千)

                 467,530 千円 

 

3 債務保証 

   下記の会社の金融機関からの借入金に対して、

次のとおり債務保証を行っております。 

   綜研化学ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ株式会社  62,870 千円 

                  (SGD1,000 千)

   綜研化学(蘇州)有限公司   369,915 千円 

                 (USD3,500 千)

   盤錦遼河綜研化学有限公司    26,422 千円 

                 (USD  250 千)

                 459,207 千円 

 

※4  関係会社に対する未収入金 274,677 千円が含

まれております。 

 

※5                                        

 

 

※4  関係会社に対する未収入金 189,824 千円が含

まれております。 

 

※5  関係会社に対する短期貸付金であります。 
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当 期 

(平成17年3月31日現在) 
前 期 

(平成16年3月31日現在) 
※6  関係会社に対する買掛金 2,507,286 千円が含

まれております。 

 

※6  関係会社に対する買掛金 941,433 千円が含ま

れております。 

 

※7 当座貸越契約及び貸出ｺﾐｯﾄﾒﾝﾄについて 
当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取

引銀行４行と当座貸越契約及び貸出ｺﾐｯﾄﾒﾝﾄ契約を

締結しております。これら契約に基づく当期末の

借入未実行残高は次のとおりであります。 

 

当座貸越極度額及び貸出ｺﾐｯﾄﾒﾝﾄの総額2,300百万円

 借入実行残高              300百万円

 差引                    2,000百万円

 

※7 当座貸越契約及び貸出ｺﾐｯﾄﾒﾝﾄについて 
 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取

引銀行4行と当座貸越契約及び貸出ｺﾐｯﾄﾒﾝﾄ契約を

締結しております。これら契約に基づく当期末の

借入未実行残高は次のとおりであります。 

 

当座貸越極度額及び貸出ｺﾐｯﾄﾒﾝﾄの総額3,300百万円

 借入実行残高              680百万円

 差引                    2,620百万円

 

※8 国庫補助金等受入により取得価額から直接減額し 

た価額の内訳 

機械装置       8,160千円 

 

※8 当事業年度において国庫補助金等受入により

機械装置について圧縮記帳を行っております。 

    なお、固定資産の取得価額から直接減額した

国庫補助金等の累計額は、8,160千円でありま

す。 

 

※9 配当制限 

     有価証券の時価評価により、純資産額が86,931

千円増加しております。 

    なお、当該金額は商法施行規則第124条第3号

の規定により、配当に充当することが制限され

ております。 

 

※9 配当制限 

有価証券の時価評価により、純資産額が81,815

千円増加しております。 

   なお、当該金額は商法施行規則第124条第3号

の規定により、配当に充当することが制限され

ております。 
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(損 益 計 算 書 関 係         ) 

 
当 期 

(自 平成 16 年４月１日 
至 平成 17年３月 31日) 

前 期 

(自 平成 15 年４月１日

至 平成 16年３月 31日) 

※1  他勘定振替高の内容は、次のとおりでありま

す。 

原 材 料       120,809 千円 

そ の 他    53,488 千円 

      計   174,297 千円 

 

※2                                          

 

 

※3  一般管理費に含まれる研究開発費は978,027千

円であります。 

※1  他勘定振替高の内容は、次のとおりでありま

す。 

原 材 料       508,697 千円 

そ の 他   156,187 千円 

      計   664,884 千円 

 

※2  当期製品製造原価のうち、関係会社との取引

によるものが3,399,728千円含まれておりま

す。 

※3  一般管理費に含まれる研究開発費は880,721千

円であります。 

 

※4  営業外収益に計上されている業務受託収入

（103,648 千円）は、関係会社に対するもので

あります。 

 

※5   固定資産売却損の内容は、EPA 製造設備（機

械装置及び工具器具備品）の売却によるもので

す。 

 

 

※4  営業外収益に計上されている業務受託収入

（84,697 千円）は、関係会社に対するもので

あります。 

 
※5                                          

※6   固定資産除却損の内容は、次のとおりであり

ます。  

建物及び構築物  10,202 千円 

機械及び装置     7,918 千円 

工具･器具及び備品      2,114 千円 

       計        20,235 千円 

 

 

※7                       

※6   固定資産除却損の内容は、次のとおりであり

ます。  

建物及び構築物  10,202 千円 

機械及び装置     1,577 千円 

車輌運搬具        16 千円 

工具･器具及び備品     1,283 千円 

       計        13,080 千円 

 

※7  前期損益修正損は、社会保険料の未払分を当

期において費用計上したものと過年度の売上を

取消したものであります。   
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(リ ー ス 取 引 関 係         ) 

 
 有価証券報告書について EDINETにより開示を行うため記載を省略しております。 
 

 (有価証券関係) 
 

 前期(自 平成 15年 4月 1日 至 平成 16年 3月 31日)および当期(自 平成 16年 4月 1日 至 平成
17年 3月 31日)における子会社株式で時価のあるものはありません。 
 

(税 効 果 会 計 関 係         ) 
（単位：千円） 

当 期 

(自 平成 16 年４月１日
至 平成 17年３月 31日) 

前 期 

(自 平成 15 年４月１日
至 平成 16年３月 31日) 

1 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の 

内訳 

繰延税金資産(流動) 

賞与引当金           128,439 千円 

未払事業税否認額        20,912 

その他                    532   

繰延税金資産(流動)合計     149,885 

 

 

繰延税金資産(固定) 

 退職給付引当金            208,000 

 役員退職慰労引当金          35,983 

 出資金評価損否認                 4,659 

投資有価証券評価損否認           427   

繰延税金資産(固定)合計     249,070 

 

 

繰延税金負債(固定) 

その他有価証券評価差額金     △59,147      

繰延税金負債(固定)合計      △59,147 

 

繰延税金資産の純額          339,808 

 

2  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

 との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 法定実効税率                40.49％

 (調整) 

 交際費等永久に損金に算入されない項目     1.02〃

 受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.38〃

 住民税均等割等               0.63〃

外国税額控除                △2.18〃

 研究開発減税                △4.79〃

 設備投資減税               △0.34〃

 ゴルフ会員権評価損                          2.78〃

  その他                                      1.01〃

 税効果会計適用後の法人税等の負担率     37.25％

  

 

1 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の 

内訳 

繰延税金資産(流動) 

賞与引当金           156,859 千円 

未払事業税否認額        31,497 

工事補償引当金             2,105 

その他                  1,149   

繰延税金資産(流動)合計     191,612 

 

繰延税金資産(固定) 

 退職給付引当金            208,405 

 役員退職慰労引当金          34,707 

 会員権評価損否認           24,331 

投資有価証券評価損否認        35,226 

出資金評価損否認            2,366   

繰延税金資産(固定)合計     305,037 

 

繰延税金負債(固定) 

その他有価証券評価差額金     △55,666      

繰延税金負債(固定)合計     △55,666 

 

繰延税金資産の純額          440,983 

 

2  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

 との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 法定実効税率                42.05％

 (調整) 

 交際費等永久に損金に算入されない項目     0.50〃

 受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.80〃

 住民税均等割等               0.80〃

外国税額控除                △3.40〃

 研究開発減税                △6.76〃

 設備投資減税               △0.45〃

 その他                    0.42〃

 税効果会計適用後の法人税等の負担率     32.36％
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(発行済株式数の増加内訳) 

 
当 期 

(自 平成 16 年４月１日
至 平成 17年３月 31日) 

前 期 

(自 平成 15 年４月１日
至 平成 16年３月 31日) 

                                                   平成 16 年 2月 25 日付公募による新株式の発行 

 (1)発行株式数                1,000,000 株 

 (2)発行価格        1 株につき   1,425 円 

 (3)資本組入額        1 株につき     669 円 

 (4)資本組入額の総額         669,000,000 円 

 

平成 16 年 3月 18 日付第三者割当による新株式の発行 

 (1)発行株式数                  150,000 株 

 (2)発行価格        1 株につき   1,425 円 

 (3)資本組入額        1 株につき    669 円 

 (4)資本組入額の総額        100,350,000 円 

 

 
 
 

(1株当たり配当金の内訳) 
 

項          目 平成 17年 3月期 平成 16年 3月期 
 年間 中間 期末 年間 中間 期末 

 
普通株式 

円  銭 円  銭 円  銭 円  銭 円  銭 円  銭

（内訳） 

普通配当 

記念配当 

 

18  00  

- 

-

-

18  00 

-

13  00 

2  00 

 

- 

- 

13  00 

2  00 

   

 
 
 

(１ 株 当 た り 情 報         ) 
 

当 期 

(
自 平成 16 年４月１日

至 平成 17 年３月 31日) 
前 期 

(
自 平成 15 年４月１日

至 平成 16 年３月 31日) 

１株当たり純資産額                 800 円 04 銭 １株当たり純資産額                 720 円 76 銭 

１株当たり当期純利益                93 円 59 銭 １株当たり当期純利益                92 円 31 銭 

なお、潜在株式調整後 1 株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 

なお、潜在株式調整後 1 株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 
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(注)１株当たり当期純利益の算定上の基礎 
項          目 当 期 

(自 平成 16 年４月１日
至 平成 17年３月 31日) 

前 期 

(自 平成 15 年４月１日
至 平成 16年３月 31日) 

当期純利益(千円) 702,921 592,494

普通株主に帰属しない金額の主な内訳(千円) 
  利益処分による役員賞与金 

 

35,000

 

30,000

普通株主に帰属しない金額(千円) 35,000 30,000

普通株式の期中平均株式数(千株) 7,136 6,093

 
 
 
 
 

（後 発 事 象） 
 

当 期 

(自 平成 16 年４月１日
至 平成 17年３月 31日) 

前 期 

(自 平成 15 年４月１日
至 平成 16年３月 31日) 

                                                   狭山綜研株式会社の設立について 

当社は平成 16 年 1月 27 日開催の取締役会において、

商法第 374条ノ 6第 1項に定める分社型簡易新設分割 
により、当社の狭山事業所の製造・物流部門を、新た 
に設立する当社の 100％子会社「狭山綜研株式会社」 
に承継することを決議し、平成 16年 1月 27日付で 
分割計画書に調印、平成 16年 4月 1日をもって会社 
分割を実施いたしました。 
 設立する会社は、普通株式 400株を発行し、そのす 
べてを当社に割り当てました。設立する会社の設立時 
の資本の額は 20,000千円であります。 
 分割により新設会社が承継した資産は以下のとおりで

あります。 
    資産合計  106,054千円 
  

記 
1.社名 
狭山綜研株式会社(Sayama Soken Co., Ltd) 

  2.資本金 
  20,000千円 
3.代表者 
  代表取締役社長 鈴木秀明（当社常務取締役） 
4.従業員数 
  35名 
5.所在地 
  本社：東京都豊島区高田三丁目 29番 5号 
  工場：埼玉県狭山市広瀬東一丁目 13番 1号 
6.営業品目 

    ケミカルズ製品の製造および物流 
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役 員 の 異 動         （平成17年6月24日付） 

 
 
１． 代表者の異動 

該当事項はありません。 

 

 

２．その他の役員の異動 
 
（1） 新任監査役候補 
 

監査役（常勤）   鈴 木 秀 明    （現 常務取締役） 
                      

（2） 昇格予定取締役 
 
   専務取締役     大 岡  實     （現 常務取締役） 
                         
   常務取締役     川 瀬  進     （現 取締役） 

                         
   常務取締役     日 向 芳 明    （現 取締役） 

                         
    
 
 


